
別表第１

仮使用認定

手数料(1)
手数料(2)
仕様規定

中間検査
あり　(4)

中間検査
なし　(5)

手数料(6)

12,000円
(10,000円)

20,000円
21,000円

(17,000円)
24,000円

(19,000円)
55,000円

20,000円
（16,000円)

28,000円
24,000円

（19,000円)
28,000円

（22,000円)
55,000円

35,000円
(28,000円)

43,000円
33,000円

(27,000円)
36,000円

(30,000円)
120,000円

42,000円
(33,000円)

59,000円
47,000円

(38,000円)
50,000円

(40,000円)
120,000円

59,000円
(47,000円)

77,000円
81,000円

(65,000円）
83,000円

(66,000円）
140,000円

81,000円
(65,000円)

117,000円
114,000円

(  91,000円)
122,000円

(  98,000円)
140,000円

130,000円
(104,000円)

156,000円
192,000円

(154,000円)
201,000円

(161,000円)
200,000円

162,000円
(130,000円)

194,000円
232,000円

(186,000円)
242,000円

(194,000円)
200,000円

198,000円
(119,000円)

238,000円
278,000円

(222,000円)
290,000円

(232,000円)
200,000円

255,000円
(204,000円)

306,000円
331,000円

(265,000円)
345,000円

(276,000円)
230,000円

428,000円
(342,000円)

514,000円
566,000円

(453,000円)
587,000円

(470,000円)
270,000円

550,000円
(440,000円)

660,000円
785,000円

(628,000円)
801,000円

(641,000円)
300,000円

920,000円
(736,000円)

1,104,000円
1,015,000円
(  812,000円)

1,042,000円
(  834,000円)

760,000円

24,000円 - － 25,000円 25,000円

24,000円 - － 22,000円 22,000円

昇降機、昇降機以外の建築設備 －

工作物 －

※　計画変更は、計画変更の内容によって手数料を算出します。

※　手数料（１）の（）書きは、法第６条の４による確認の特例ありの場合の手数料です。

※　手数料（4）及び（5）の（）書きは、法第６条の４による確認の特例あり又は対象設備なし等により、省エネ検査が不要な場合の手数料です。

※　建築物の移転、大規模の修繕又は大規模の模様替は、これに係る部分の床面積の1/2を床面積として適用し手数料を算出します。

※　用途変更に関しては、用途変更部分に係る部分の床面積を適用して手数料を算定します。

※　増築において直近の確認済証、検査済証がない場合は既存部分の床面積の1/2を増築等申請床面積に加えた床面積を適用して手数料を算出し
　　ます。

1,015,000円 50,000㎡超えるもの

 5,000m²超え、10,000㎡以内 331,000円

 10,000㎡超え、20,000㎡以内 566,000円

 20,000㎡超え、50,000㎡以内 785,000円

 2,000m²超え、3,000㎡以内 192,000円

 3,000m²超え、4,000㎡以内 232,000円

 4,000m²超え、5,000㎡以内 278,000円

 200m²超え、500㎡以内 47,000円

 500m²超え、1,000㎡以内 81,000円

 1,000m²超え、2,000㎡以内 114,000円

 30m²以内 21,000円

 30m²超え、100㎡以内 24,000円

 100m²超え、200㎡以内 33,000円

株式会社北日本建築検査機構　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　

確認検査業務手数料（非課税）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　　　 　

床面積の合計

確認申請 中間検査 完了検査

手数料(3)
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避難安全検証法、耐火・防火区画性能検証法による確認申請手数料（非課税）

別表第3
構造計算を要する建築物の手数料（非課税）

※　申請のうち、構造計算を要する建築物が2棟以上ある場合は、1棟につき表の額を加算します。

遠隔地検査料（非課税）

地　域： B　当社から概ね30km以上50km未満

地　域： C　当社から概ね50km以上80km未満 6,000円

地　域： D　当社から概ね80m以上 10,000円

※ 構造計算適合判定通知書を添付した申請について、上記によらず1棟につき一律20,000円の整合性審査手数料を加算します。

当社から地域区分 手数料

地　域： A　当社から概ね30km未満 0円

3,000円

床面積の合計 加算手数料

2,000㎡以内 20,000円

2,000㎡超えるもの 　　別表第1による手数料の２０％

2,000㎡以内 20,000円 20,000円

2,000㎡超えるもの 別表第1の1による手数料の20％ 別表第1の1による手数料の20％

※　主要用途が一戸建ての住宅以外の場合、弊社からおおよそ30km以上の検査場所については完了検査手数料とは別に遠隔地検査料が加算されます。

別表第2

床面積の合計
加算手数料

避難安全検証法(3) 耐火・防火区画性能検証法(3)

※　エキスパンションジョイント等により相互に応力を伝えない構造方法のみで接している建築物については、それぞれ別の建築物とみなして算出します。　

※　構造計算要の構造計算とは、法第20条第2号及び第3号に規定される構造計算とします。　（大臣認定により図書を省略される場合を除く）
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